
１．本稿の目的

　少子化・高齢化問題を個別に議論する前提として、地域経済においては経済のバック

ボーンであり、重要なファンダメンタルズである人口の推移を詳細に考察し、それから

少子化・高齢化がもたらす影響を検討することが重要である。すなわち、本稿の目的と

して、第一に将来広島県のどの地域のどの年齢がどのような変化をするかを具体的に推

計し、その数値を踏まえた上で社会的経済的影響を考察することとした。

２．人口推計の概要

　平成２年と平成７年国勢調査報告をもとに、人口問題研究所のコーホート要因法モデ

ルに若干の修正を加え使用した。推計期間は２０００年から５年毎に２０２５年までであり、広

島県内全市町村の男女別５歳階級別に人口を推計した。

３．広島県全体の結果の概要

　広島県の人口は、２００５年まで増加し、２００５年をピークとして減少に転ずることが推計

された（図１）。２００５年は、１９９５年に対して１≥３９％の人口増加を示し、２０２５年には逆に

２．６３％の減少となる。

　さらに、年齢を年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）、老齢人口（６５歳以

上）に区分する（図２）。

　総人口では、年少人口割合が２０２５年には２≥７％低下するのに対し、生産年齢人口割合で

は６≥９％の低下、逆に老齢人口割合では９≥６％の増加を示した。この要因は、団塊ジュニ

ア世代（昭和４６～４９年生まれの世代）の女性が晩婚化によって出産年齢が上昇し、２０１５年

頃までは出産を続けることと、団塊世代（昭和２２～２４年生まれの世代）が２０１５年頃から

老齢人口に加わってくることであると推察される。
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　男女別にみると、特に女性の老齢人口割合が１１％も増加し女性の約３人に１人は老齢

者となることが特徴的である。

　重要な点として、生産年齢人口が減少することである。生産年齢人口の主力である男

性は、２０２５年には１０１≤７４０人（５≥８％）の減少をする。これは、平成７年の産業別就業者

数でみた男性建設業就業者１２６≤８３８人に匹敵する数字である。これにより将来の広島県内

に深刻な労働力不足を引き起こす要因となることが予想される。

４．圏域別結果の概要

　推計結果を圏域別に分類し、考察する（圏域別分類　表１）。

　全体的な傾向として、広島圏域と福山府中圏域では人口増加の後反転して減少し、賀

茂圏域では一方的に人口増加し、他の圏域では一方的に人口減少するという、三つのパ

ターンに分かれた（図３　広島圏域、図４　賀茂圏域、図５　呉圏域）。

　広島圏域では、２０１５年まで人口増加しその後減少するが、それでも１９９５年と２０２５年を

比較した場合、４９≤１５４人（３≥６％）増加するものと推計された。一方、福山府中圏域は
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表１　各圏域とそれを構成する市町村との対応

図１　広島県人口推計 図２　広島県区分別人口割合推計



　生産年齢人口についても賀茂圏域を除いて全ての地域で減少し、江能圏域では半減し

た。生産年齢人口割合は賀茂圏域で１％の増加する以外、他のすべての圏域で減少して

いる。特に呉圏域で１０％、江能圏域では１０≥８％の大きな減少幅を示している。

　老齢人口は、江能圏域、芸北圏域、備北圏域で減少し、他の圏域では増加するものと

推計された。特に広島圏域、賀茂圏域では倍増する。老齢人口割合は、全ての圏域で増

加するが、呉圏域、竹原圏域、江能圏域、芸北圏域、三原圏域、尾道圏域、備北圏域が

３０％を越しており、人口減少率の高い地域で老齢人口割合が高い。

５．広島県人口の構造的問題点と提言

　以上の人口推計結果にもとづき、広島県人口の構造的問題点として表２に示すように

①②③の三つの問題点が指摘でき、それに対応した提言は同じく表２に記載のようにま

とめることが出来る。
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表２　広島県人口の構造的問題点と提言の整理



６．おわりに

　景気変動や社会経済の将来予測が極めて困難なのとは対照的に、少子高齢化による人

口減少は必ずや到来する。企業や行政は、社会経済のファンダメンタルである「人口」

に着目し、長期的な視野に立って企業経営なり行政施策を考えなければならない。企業

構造や社会システムを少子高齢化人口減少社会に転換する時期に来ていると考えること

が出来る。この構造転換に遅れた企業は競争から脱落し、自治体では地域間格差が広が

るであろう。広島県がそのような状況にならないよう、少子高齢化による人口減少社会

にどのように対応するかを官民が一体となって真剣に議論すべきであろう。

― ―124


